後見業務の実際と事例研究

田添　正寿

1． なぜ税理士が成年後見の担い手になるのか　
　　　
1 国家資格としての信頼性がある
2 財産管理を実務において実践している
3 弁護士、司法書士、社会福祉士等と比較して人数が多く
全国くまなく存在している
4 相続・事業承継等のプロフェッショナルである
5 任意後見制度の利用への案内役となりうる
2． 成年後見人の任務
1 アドボケイト（代弁者）としての役割　＝　自己決定権の尊重
2 人権保護　＝　虐待等による人権侵害からの保護
3 財産保全　＝　高齢者等に対する消費者被害による財産保全
3． 成年後見人の役割
　（１）初期段階　＝　就職時
1 法定後見の場合
　法定後見制度は、本人が事理を弁識することが困難になる前に、任意後見契約などで事前に対処することなく、事理を弁識することが困難になった場合に法の規定に基づき、本人の保護を行うものである。
　
1． 後見申立必要性の有無の判断
　従来の禁治産制度のもとにおいては、後見人の選任は財産上の問題、遺産分割、訴訟等の単発的な動機によって、申し立てられることが一般的であった。
　しかしながら、成年後見制度の施行に伴い、利便性が増し、申立件数も増加している。
　　
· 申立権者
　　　本人、配偶者、四親等内の親族、検察官、市町村長等
（民法７条他　　後見開始の審判、老人福祉法３２条他）　
　
· 誰を後見人にするか
　　　本人の家族、福祉関係者、法律家、税理士等
　　（民法８４３条　　家庭裁判所の成年後見人の選任、
　　　民法８４７条　　後見人の欠格事由）
イ、法定後見の申立手続き
申立権者、後見人を決定後、本人の住所地を管轄する家庭裁判所へ申請
税理士自ら申請代理人になれないため弁護士・司法書士へ依頼する。
2 任意後見の場合
任意後見契約は、委任者が、受任者に対して、精神上の障害により事理を弁識する能力が不十分な状況における自己の生活、療養監護及び財産の管理に関する事務の全部又は一部を委託し、その委託にかかる事務について代理権を付与する委任契約であって、任意後見監督人が選任されたときからその効力を生ずる旨の定めのあるものである。
1、 任意後見契約の必要性の有無の判断
　成年後見制度における新設制度であるため、従来は委任契約という方式のもと、行われていた。すでに、任意後見契約が全国において1,106件（平成１３年度）作成されている。税理士の提言により、さらに増加するのではないか。
　高齢者の将来的な不安解消のための制度として、税理士がいかに促進していくか。そのための、提案から作成、契約等の必要性を判断していく役割を担う。
· 契約書作成にあたって
作成の前段として、本人との十分な相談や本人と家族との十分な話合いが必要である。
財産管理に関する契約締結にあたっては、高齢者等の意思を最大限に尊重してなすべきである。決して推定相続人のためではない。
· 任意後見人の選任
自己の生活、療養監護及び財産の管理に関する事務の全部又は一部の処理を十分行える者
親族とするか、第三者とするか
代理権授与の範囲
2、 任意後見契約の締結
公正証書による作成（任意後見契約に関する法律　第３条）
同時に遺言書の作成も考慮
（２）中期段階　＝　遂行中
1 法定後見の場合
後見事務
　　　　ⅰ．　後見人は、その事務の全般にわたり善良な管理者の注意を要するとされる。
（民法　８６９条、６４４条）
　　　　ⅱ．　後見人は一定の行為をする場合、後見監督人のあるときはその同意を要す
るとされる。（民法　８６４条）
　　
　　　　ⅲ．　後見人は任務開始時に下記の事項をなすべきものとされる。
· 被後見人の財産を調査し、財産目録を原則として一ヶ月以内に調製すること。調査・調製は、後見監督人がいるときはその立会をもってしなければならない。（民法　８５３条）
· 後見人は調製が終わるまでは急迫の必要がある行為のみをする権限を有する。（民法　８５４条）
· 被後見人に対する債権・債務を後見監督人があるときは財産調査に着手する前に後見監督人に申出ること。（民法　８５５条）
· 被後見人の生活・教育・療養監護・財産管理に要する年間の費用を予定すること（民法　８６１条）
　
ⅳ．成年後見人は、家庭裁判所で決定された範囲内で後見事務を行う。
・　後見人　　被後見人の生活、療養監護及び財産の管理に関する事務のすべて又はその一部代理。ただし、日常家事に属する行為を除く。（民法　９条　成年被後見人の行為能力）
・　保佐人　　民法１２条第一項各号に掲げる行為の全部又は一部の事務を本人が行うことの同意、同意を得ないでした行為の取消、全部又は一部の代理（民法　１２条　被保佐人の行為能力）　
・　補助人　　本人が特定の法律行為を行うことの同意、同意を得ないでした行為の取消、全部又は一部の代理
ⅴ．財産管理
　後見人は被後見人の財産を管理し、またその財産に関する法律行為について被後見人を代表する。（民法　８５９条）
· 財産管理権
財産の管理とは、財産の保持及び財産の性質を変じない範囲でその利用、改良を目的とする事実上、法律上の一切の行為をいう。管理の目的の範囲内（財産の価値の保持）においては処分行為も含まれる。
後見人は委任に関する規定である民法６４４条の準用により善良な管理者の注意を持って財産管理にあたるべきものとされ（民法　８６９条）、被後見人の利益に合致するような適切な裁量を行使することが要請される。後見人がこの注意義務を欠き、被後見人に損害を与えたときは損害賠償義務を負う。
· 法定代理権
　　　　後見人が被後見人の財産に関する法律行為について被後見人を代理するとは、代理と同じ意味とされる。後見人は、被後見人の財産管理のために、その財産に関する法律行為の代理行為が認められている。　　
この代理権は原則として被後見人の財産上の地位に影響を及ぼす一切の法律行為に及ぶ。
· 身分上の行為の代理
　　　身分上の行為は原則として法定代理人が代理して行うことはできず、
被後見人であっても意思能力がある限り、本人が単独で行うものである。
· 法定代理権の制限
　　　被後見人の事実上の行為を目的とする債務を生ずべき行為について本
人の同意をえなければならない。（８５９条２項、８２４条）
　　　後見人が被後見人に代わって一定の行為をするときは、後見監督人の
いるときはその同意が必要である（民法　８６４条）
　　　　　後見人は、後見人を被後見人との間の利益が相反する行為については、被後見人を代理することができず、家庭裁判所に特別代理人の選任を申し立てなければならない。（民法　８６０条、８２６条）
· 同意権
　　　後見人の同意を得ずにした行為については取消又は追認することができる。
· 後見人の報酬
　　　後見人は、被後見人の資力その他の事情に応じて、被後見人の財産の中から相当の報酬を得ることができる。（民法　８６２条）
1、 後見の際の留意点
· 本人意思の尊重の立場から、単独でできる行為については極力本人に行っもらうようにする。
· 単独で行えない行為にあっても、介添人等の補佐により本人が行えるようにしていく。
· 重要事項については、本人の意思をできるだけ尊重し、本人の関係者との話合いにより行う。
· 本人のための意思決定を画一的な判断ではなく、個別に考慮していく。
· 記録を正確に残す。管理内容、経緯を客観的に残るようにしていく。
成年後見記録簿
会計帳簿
預金通帳
契約書、領収書等
· 金銭の授受については、関係者の面前でなし、署名又は押印をもらう
· 監督によるチェックを行うようにする。
· 居住用不動産の処分については、家庭裁判所の許可が必要
　　　
2 任意後見の場合
1、 任意後見契約効力発生の必要性の判断（任意後見契約に関する法律　４条）
· いつの時期において、効力を発生させるかについて、本人及び家族等の同意を得て行う必要がある。
· 誰が申立を行うか
本人、配偶者、四親等内の親族又は任意後見受任者
　本人以外の申立の際には、本人の同意書の添付を要する場合あり
· 申立場所
　　　　被後見人の住所地を管轄する家庭裁判所
2、 任意後見事務
任意後見契約書に記載された代理権目録に準じて業務を行う必要がる。
3、 任意後見の際の留意点
· 本人の意思を可能な限り尊重し、本人及び関係者との納得の上で進める
· 本人のための判断を画一的なものでなく、個別、具体的に検討する
· 記録を正確に残す。管理内容、経緯を客観的に残るようにしていく。
成年後見記録簿
会計帳簿
預金通帳
契約書、領収書等
· 金銭の授受については、関係者の面前でなし、署名又は押印をもらう
· 監督によるチェックを行うようにする。
（３）終了期段階　＝　後見終了
後見人の任務が終了したときは、原則として二ヶ月以内にその管理の計算をすることを要する。（民法　８７０条）
　後見の計算は、後見監督人があるときは、その立会をもってこれをする。
（民法　８７１条）
1 法定後見の場合
ア、法定後見終了手続き
法定後見手続きを必要とする事由が終了したときは、法定後見取消の手続きを求める。
· 本人の精神障害が回復した場合
· 本人が死亡した場合
· 法定後見によらなくても、本人の保護がはかれる場合等
イ、終了後の事務
· 本人の精神障害が回復した場合及び法定後見によらなくても、本人の保護がはかれる場合等
　　　本人又は家族への後見事務の終了報告、引継ぎ
　　　財産目録の提出
　　　報酬の清算等
· 本人が死亡した場合
本人又は家族への後見事務の終了報告
　　　財産目録の提出
　　　報酬の清算等
相続手続き、相続人への財産承継等
2 任意後見の場合
1、 任意後見終了手続き
　任意後見終了の執務の終了原因には、
· 本人の死亡
· 正当事由をもってする契約解除
· 法定後見開始及び家族の積極的関与による必要性の終了又は任意後見人（任意後見受任者）の死亡・辞任・解任等
　　がある。
2、 終了後の事務
· 正当事由をもってする契約解除
・　法定後見開始及び家族の積極的関与による必要性の終了又は任意後見人（任意後見受任者）の死亡・辞任・解任等　　の場合
　　
本人又は家族への後見事務の終了報告、引継ぎ
　　　財産目録の提出
　　　報酬の清算等
· 本人が死亡した場合
本人又は家族への後見事務の終了報告
　　　財産目録の提出
　　　報酬の清算等
相続手続き、相続人への財産承継等
4． 後見監督人の役割
　　　　　　　
　　　　　　　家庭裁判所は必要があると認めるときは、成年被後見人、その親族もしくは成年後見人の請求によって、又は職権で、成年後見監督人を選任することができる。（民法　８４９条の２）
　　　　　
　　　　　　　後見監督人の職務は次のとおりである。
· 後見人の事務を監督すること。
· 後見人が欠けた場合に、遅滞なくその選任を家庭裁判所に請求すること。
· 急迫の事情がある場合に、必要な処分をすること。
· 後見人又はその代表するものと被後見人との利益が相反する行為については被後見人を代表すること。（民法　８５１条）
（１）初期段階　＝　就職時
· 後見人が作成した財産目録についての助言、指導とともに、作成された財産目録について、資料に基づくチェックを行う。
· 後見人の責任と役割についての教示
· 被後見人についての身上監護についての助言、指導
· 推定相続人等の紛争がある場合には必要に応じた調整を行う
（2） 中期段階　＝　遂行中
· 期間の経過による財産の変動を調べ、会計上問題なく適正に収入と支出の記帳が行われているかを監査する確認的監督を実施する。
　　　財産管理面の監査においては、金銭出納帳、預金通帳、証券・証書等の資料に基づき確認する
· 財産管理面と身上監護面での相談に応じ助言、指導する援助的監督を行う。
（3） 終了段階　＝　後見監督終了
· 管理計算と後見人が管理してきた財産を相続人に引き継ぐ事務が、円滑に行われるよう助言、指導し確認を行う。
· 最終的な財産管理状況についての監査を行う。
成年後見事業包括補償制度

（㈱損害保険ジャパンと社団法人成年後見センター・リーガルサポート締結保険）

　成年後見事業包括補償制度の構成

（1） 登録司法書士の業務及び補助者の業務に係る賠償責任保険

1 過失による財産損害

· 盗難・詐欺被害・受託物の破損（日常金品も含む）

· 過失による財産処分等の経済損害
2 被後見人に対する身体賠償及び財物賠償

3 被後見人に対する人格権損害（個人情報の不当な漏洩による名誉毀損等）

（2） 成年後見センターが行う法人後見業務に係る賠償責任保険
センターが行う法人後見業務について（１）①～③の事故により責任が問われた際の補償

（3） 登録司法書士及び補助者※の故意による身元信用保険

· 故意による被後見人の財産侵害

· 故意による被後見人の日常金品の侵害
· 補助者の身元信用保険については、オプション契約として事務所単位で任意の加入となります。

（4） 成年後見センターの監督業務に係る賠償責任保険

· （１）①～③及び（３）に係る全ての賠償及び財産侵害のうちセンターの監督に責任があるもの

　
契約方法
· 契約者
（社）成年後見センター・リーガルサポート

＊被保険者

　　日本司法書士会連合会の会員のうち一定の研修を受けた「登録司法書士」及びその「補助者」、並びに法人後見・後見監督を行う（社）成年後見センター

· 対象とする事業

（社）成年後見センターが管理・運営する成年後見等事業、及び後見監督事業、並びに登録司法書士が行う成年後見等事業全般
＊保険料の収受

　賠償部分→　年間の概算事業件数に基づき契約時に「暫定保険料」を予納し、期末に確定事業件数に基づく「確定保険料」を算出、その差額について返戻・追徴します。
　　身元信用部分→　年間の概算登録司法書士数に基づき契約時に暫定保険料を算出。期末に上下1割以上の変動がある場合に限り、確定精算を行います。

· 通知事項

1 登録司法書士及び補助者の名簿、②被後見人の名簿（住所・氏名連絡先等）、③司法書士毎の業務範囲、④四半期ごとの（センター全体の）受託件数報告

補償金額
1. 登録司法書士・補助者及び成年後見センターが行う後見に係る賠償責任補償
1 過失による財産侵害　1事故　500万円　期間中　1億円　免責金額1万円

2 身体賠償　　1名　1億円　1事故　3億円　免責金額　5万円

3 財物賠償　　1事故　1億円　免責金額　3万円

4 人格権侵害　1名　100万円　1事故・期間中1,000万円

2. 登録司法書士の故意による身元信用補償

＊故意による財産侵害　1名500万円　期間中2,000万円　免責金額　0万円

3. 後見監督に係る賠償責任保険　

＊上記1.①～④及び2.に係る項目

　1.①～④及び2.のそれぞれの保険金額と同額　免責金額も同額

　　

事例研究

　　

Q.1　祖母の財産を、知的障害の子供のために引継がせたいのですが？

　　私（長女）は、現在寝たきりの祖母と同居しています。私には、3人の娘がおりますが、末娘は知的障害者です。祖母は、不動産（時価総額15,000万円程度）を所有していて、年間1,000万円程度の家賃収入があります。将来の祖母の相続が心配なのですが、相続人は私と姉の2人です。祖母も私も心配していますのは、私の死後知的障害者である末娘の生活が心配です。そこで、祖母の財産を末娘が取得して、毎年1,000万円の安定収入が得られるようにできればと考えております。


　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　親亡きあと問題

Ｑ.2　　将来の特別障害者のために財産を贈与しても税金がかからない制度があるって聞いたんですが？　　

私は、最近夫を亡くし、夫の財産（不動産等2億円程度）をすべて相続しました。私には、3人の子供がいますが、長男が知的障害者であり、障害者2級となっています。将来、私が心配しているのは、私の死後長男の生活です。そして、長男が一人で安定収入を確保することができるようにしておきたいと考えています。


　　　　　　　　　特別障害者に対する贈与税の非課税措置
Q.3　将来、相続した財産をどなたかが管理していただくことはできないでしょうか？

　私には息子が一人いますが、もう40歳で独身生活をしています。最近、うつ病になっているようで毎日のように病院通いをしています。一人で暮らすのは不安なので、一緒に住むことにしましたが今後のことが心配です。いまは仕事もできず、収入もありません。ただ、私自身は、アパートをいくつか持っていて賃貸収入で生計を立てています。将来的には、息子にすべて相続してもらってアパート管理をしてもらう予定でした。息子の生活資金のほうはこの賃貸料でなんとかできると思うのですが、管理をどなたかに行っていただくことはできないでしょうか？


　　　　　　　　　　　　任意後見制度の利用

Q4.　日常的な金銭管理等についてだけお願いしたいのですが

私には、軽度の知的障害児がいます。すでに27歳になり、日常の生活についてはほとんど自分でしています。本人の意思で、一人で暮らしたいといいだしています。いままでは、私と暮らしていましたので給料の管理だとか金銭面に関することは私がすべて行っていたのですが、今後はすべてひとりでとなると心配です。金銭面だけでも、どなたかに面倒をみていただけることはできないでしょうか？
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Q.5　　住まいを売却して老人ホームの費用をつくりたい

　軽い脳内出血で倒れ、当院に入院中の患者さんの症状が落ち着いて、現在リハビリを

しておりますが、近くに身寄りがなく、通帳など全財産をもってきています。仕方なく

当院で保管しておりますが、最近あったはずの通帳がないというようになって困ってお

ります。

　また、住まいを売却して老人ホームに入りたいともいっております。当院としまして

も、いつまでも入院していただくわけにもいきません。通帳等も責任をもってお預かり

ができませんので、専門家の方にお願いしたいのですが。


　　　　　　　　　　　　　法定後見制度の利用

　　　　　　　　　　　　　居住用財産の処分

　Q.6　　ひとり暮らしの高齢者が自宅を訪問してきたセールスマンに勧められ、高額の羽毛布団を買うといっています。話しを聞いてみると、非常に高値であり悪徳商法のようにも思えます。本人はすっかりそのセールスマンを信用してしまっているようです。どうしたらよいでしょうか？


　　　　　　　悪徳商法・詐欺商法の被害に対する対処方法　

　Q.7　ある後見人の担当の一人暮しの高齢者が、吐血をして緊急入院をした。本人の緊急時の連絡先もないので、とりあえず入院に必要な身の回りの物をそろえて病院に出向き入院の手続きをした。病院側から、本人は胃がんの疑いがあり、場合によっては緊急に手術が必要になる。ついては、手術の同意書に押印をしてほしいといわれたが、どうしらよいのか？


　

　　　　　　　　　　　　　　医療行為の代諾　

　　　　　　　　　　　　　　　　緊急避難

税理士業務との関係
税理士が担う後見業務は、財産管理・財産承継等の部門である。
したがって、身上監護部門等専門外の後見業務については、連携するあるいは、共同後見人として業務を行う必要がある。
　　　生活資金の調達方法をいかに行うか
　
　後見人として、被後見人の財産をどうやって運用し、いかに生活資金を得るか。
ⅰ.貯蓄預金より
ⅱ. 有価証券より
· 配当が期待できるか
· 売却か
· 信託か
    ⅲ. 年金より
生活資金として十分か
    ⅳ. 不動産より
ア．賃貸　　　建物の取得・修繕代金
　　　　　　　固定資産税
　　　　　　　不動産会社への管理料
所得税・住民税
　　　　　　これらの経費を考慮の上、賃貸収入が生活資金として十分となりうるのか
イ．売却か　　　譲渡税が多額にかかってしまい、手元資金が十分に残るのか
ウ．間貸しか　　十分な賃貸収入が得られるのか
エ．リバースモーゲージか　　　　将来子孫に不動産を残す気があるか
　　　　　　リバースモーゲージとは、「所得は少ないが資産（住宅）はある」という
高齢者が、その住宅を担保にして融資を受け、死後、住宅を売却して返済
するという仕組み
　　          リスク　　　・担保割れリスク
・長生きリスク
・金利変動リスク　　　　　
オ．信託か
　　　　不動産を信託銀行等へ信託し、自分を委任者としてなおかつ、自分を受益
者とする
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